
 

 

 

１－１ 都市計画の定義                            

 都市の将来像（人口、土地利用、都市施設などの方向性）を想

定し、そのために必要な規制、誘導、整備を行い、都市を適正

に発展させようとする手法。 

 都市計画は、住民の意見を聞いたうえで総合的・一体的に定

めることが必要。 

 実現達成には時間を要するため、長期的な見通しをもって定

めることが必要。 

 

 

 

 

 

 

 

１－２ 計画の目的               

 都市計画法第 18条の２に基づく「市町村の都市計画に関する基

本的な方針」として定めるもの。 

 「第７次敦賀市総合計画（案）」などに即し、おおむね 20 年後を

見据えた都市及び地域の将来像や土地利用の基本方針、都市施

設の整備方針など、都市計画に関する基本的な方針を示すもの。 

 市民と行政がともに敦賀市の将来像を共有し、都市及び地域づ

くりを実践するための「指針」になるもの。 

 

１－３ 計画の対象範囲・目標年次        

 対象範囲は、敦賀都市計画区域を中心としながら、総合的なまち

づくりを推進するため「行政区域全域」を対象。 

 都市計画区域外への配慮、自然環境の保全を前提とした土地利

用のあり方の検討も必要であるため都市計画区域外を含める。 

 目標年次は、おおむね 20 年後の 2040 年。（中間見直しを 10 年

後に実施。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－１ 計画の概要                              

 住宅及び医療、福祉、商業その他の居住に関連する施設の立地の適正化を図るため、これらの施設の立地

を一定の区域に誘導するための方針。 

 計画の公表とともに都市計画マスタープランの一部とみなされるため、調和を図ることが必要。 

 主な特徴は、「居住誘導区域」及び「都市機能誘導区域」を設定し、公共交通機関との連携を強く意識して  

いる点。 

 平成 31 年３月に、「敦賀市立地適正化計画」を策定・運用開始。 

 

２－２ 計画の目的                              

 今後の人口減少・少子高齢化の中で、医療・福祉・商業施設や住居等がまちなかにまとまって立地するこ

とで、高齢者をはじめとする住民が公共交通により、これらの生活利便施設等を利用しやすくなるなど、

福祉や交通も含めて都市全体の構造を見直し、「コンパクトシティ・アンド・ネットワーク」のまちづくり

の方針になるもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－３ 計画の対象範囲・目標年次                       

 対象範囲は、都市計画区域を対象。 

 平成 27（2015）年を基準年とし、目標年次は 20 年後の 2035 年。（おおむね 5年ごとに評価） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

敦賀湾 

都市計画区域 

行政区域 
（対象範囲） 
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『都市計画』＝良好なまちづくりのためのルール 資料）みんなで進めるまちづくりの話（国土交通省） 

■都市計画のイメージ 

都市機能誘導区域 

・医療、福祉、商業等の都市機能を誘導・集約 

・各種サービスの効率的な提供を図る区域 

居住誘導区域 

・長期的に、緩やかに居住を市街地の北側に誘導 

・一定エリア内の人口密度の維持を図る区域 

居住環境保全区域 
・南側の市街地に多くの市民が居住 

・生活環境の保全に努め、乗継拠点（ハブ）を核とし

た公共交通網を活かし、市全体での「コンパクト・

アンド・ネットワーク」の実現 

３．現況と課題 
・市街地北側での人口減少、都市の空洞化などが懸念。 
・市街地南側での人口増加、宅地などの無秩序な開発が懸念。 

・人口減少などが進行しており、地域コミュニティの衰退が懸念。 

・子どもや働き手である若者の減少が著しく、今後の社会活動の低下などが懸念。 

・産業構造の高度化が進む中、第１次・第２次産業の衰退が懸念。 

・小売業の販売額の低下から、経済活動の縮小が懸念。 

・中心市街地などの空き家の増加が懸念、良好な景観の阻害や住環境の悪化が懸念。 

・日本各地で大規模な自然災害が頻発しており、本市でも十分な防災機能・対策が重要。 

・公共施設等の老朽化が進行しており、その対策が重要。 

■中心市街地の衰退とスプロール化（無秩序な都市開発）                     

■都市の安全性や安心感の低下                            

■都市の魅力や活力の低下                            

 

23,115 
24,539 

25,742 26,453 26,530 

67,204 68,145 68,402 67,760 66,165 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

世
帯
数
（
世
帯
）

人
口
（
人
）

世帯数 人口

■敦賀市の総人口と世帯数の推移 

〔中心市街地周辺 拡大図〕 

■敦賀市の空き家の状況 

■産業分類別就業人口（構成比）の推移 
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１．都市計画マスタープランとは ２．立地適正化計画とは 



 

 

 

４－１ 都市づくりの将来像                                

 都市づくりにおける課題を踏まえるとともに、上位計画の「第７次敦賀市総合計画」に示される基本理念・

躍進戦略などとの整合を図り、次のとおり設定します。 

 

 

 

 

＜基本的な考え方＞ 

・北陸新幹線の開業が迫った敦賀駅に代表される海陸交通の要衝という立地特性から今後も国内外の各

地域を強く結びつける。 

・誰もが夢と希望を感じ、住みたくなるまちとしての発展を目指す。 

・人口減少や少子高齢化の進行、劇的な自然環境の変化などに対応しながら、 賑わいあふれるまちなか

を核とした都市の構築を図る。 

・市民誰もが安全で安心して暮らし続けることができる持続可能なまちづくりを目指す。 

 

４－２ 都市づくりの基本方針（案）                      

 都市づくりにおける課題を踏まえた、都市づくりの将来像を受けて次のとおり設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】第７次敦賀市総合計画の基本理念・躍進戦略 
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課題① 【生活・交通】 まちなかを核としたコンパクトで持続可能なまちづくり 

• まちなかにおける都市機能の集約と良好な居住環境の形成 

• 都市間や市内を連携する道路・公共交通ネットワークなどの充実 

• 老朽化が進行する公共施設等の総合的管理や官民連携活用の推奨 

• 居住誘導区域外における公共交通などのセーフティネットの確保 

 

課題② 【防災・福祉】 市民誰もが安全で安心して暮らせるまちづくり 

• 自然災害などに備えた防災機能・対策の強化 

• 少子高齢社会に対応した子育て、医療・福祉機能などの充実 

• 人口減少などに対応した地域コミュニティの維持 

 

課題③ 【産業・観光】 広域的な連携・交流による活力と賑わいのあるまちづくり 

• 賑わいと雇用の拡大につながる多様な産業の活性化 

• 周辺地域との連携による新たな産業の創出 

• 北陸新幹線敦賀開業を活かした交流の拡大 

課題④ 【自然環境・歴史文化】 豊かな自然、歴史・文化を活かした魅力的なまちづくり 

• 都市を取り巻く豊かな自然環境の保全 

• 受け継がれてきた歴史・文化遺産の保全 

• 良好な景観を活かした都市の魅力向上 

 

方針① まちなかを核とした便利で快適なまちをつくる 

• 中心市街地などに都市機能や日常生活サービス機能を集約し、更なる生活基盤の充実を図る 

• 居住誘導区域内への居住誘導と集約型都市の形成を推進 

• 広域的な観光圏・経済圏の実現と市民の交通利便性の維持向上に資する道路整備や、鉄道・バスなどの公共交

通ネットワークの充実を図る 

• 公共施設やインフラ施設の総合的な管理による持続可能なまちづくりを推進 

方針② 誰もが安全で安心なまちをつくる 

• 大規模な自然災害に備えた防災・減災対策と、原子力安全対策に取り組む 

• 保健、医療、子育て環境、福祉機能の充実と相互ネットワークの強化 

• 都市や施設のバリアフリー化などにより、安心して暮らせるまちづくりを推進 

• 「自助・共助・公助」の連携に加え、特に「共助」による地域コミュニティの活性化の推進 

方針③ 賑わいにあふれ住みたくなるまちをつくる 

• 農林漁業、工業、商業、観光などの多様な産業の活性化に寄与するまちづくりの推進 

• 雇用や交流の拡大による若者などの移住・定住を促進し、賑わいあふれたまちづくりを推進 

• 周辺地域と連携しながらモノとエネルギーをつなぐ広域的な経済圏を形成し、新たな産業の創出を目指す 

方針④ 敦賀市らしいロマン漂う魅力的なまちをつくる 

• 海、川、山など都市を取り巻く豊かな自然環境と、受け継がれた歴史・文化遺産の保全 

• 自然環境や歴史・文化遺産を活かしながら、都市と調和した良好な景観を創出 
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４．都市づくりの将来像と基本方針（案） 
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５．将来都市構造図（案） 
 都市計画区域内については、敦賀市の地形や都市の成り立ちなどの特徴を踏まえ、都市構造を構成する 

「エリア」「軸」「拠点・地区」について、機能や配置を示し、都市の基本的な方向性を整理します。 

市街地エリア 

田園集落・優良農地保全エリア 

自然環境保全エリア 

広域連携軸 

地域連携軸 

公共交通軸  

臨海環境保全・整備軸 

河川環境保全・整備軸 

中心市街地拠点 

新市街地拠点 

敦賀駅周辺拠点 

臨港工業形成拠点 
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海岸緑地保全地区 

湿地周辺保全地区 

文教拠点 

文化交流拠点 


